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条 例

〇北海道税条例の一部を改正する条例 （税務課）………………………………

規 則

〇北海道税条例施行規則の一部を改正する規則 （税務課）……………………

条 例

北海道税条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道条例第 号

北海道税条例の一部を改正する条例

北海道税条例（昭和 年北海道条例第 号）の一部を次のように改正する。

第 条の２第１項第４号中「第 条の２第９項第４号、第５号」を「第 条の

２第９項第５号」に改め、同条第２項中「あわせて」を「併せて」に改める。

第 条の２第２項中「住宅金融公庫、」を削り、同条第６項中「同法同条第２

項」を「同条第２項」に改め、同条第７項中「この条中」を「この条において」

に改める。

第 条の２の３中「 円」を「 円」に改める。

第 条の表第 号の右欄を次のように改める。

網猟免許又はわな猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者で、次号に掲げる

者以外のもの 円

網猟免許又はわな猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者で、当該年度の道

府県民税の所得割額を納付することを要しないもののうち、法第 条第１項

第７号に規定する控除対 配偶者又は同項第８号に規定する扶養親族に該当

する者（農業、水産業又は林業に従事している者を除く。）以外の者

円

附則第５条の３中「平成 年３月 日」を「平成 年３月 日」に改める。

附則第７条の２の４第１項中「住宅金融公庫、」を削る。

附則第８条の２第１項を削り、同条第２項中「平成 年７月１日以後に売渡し

等が行われた」及び「及び前項」を削り、同項を同条とする。

附則第９条の２の２第２項中「附則第８条の４第１項に規定する電気自動車

等」を「電気を動力源とする自動車で総務省令で定めるもの」に、「平成 年４

月１日から平成 年３月 日まで」を「平成 年４月１日から平成 年３月 日

まで」に改め、同条第８項中「道路運送車両法第 条第３号に規定する」を削り、

「同法」を「道路運送車両法」に、「、第３項、第５項又は第６項」を「から第

４項まで、第６項又は第７項」に改め、同項を同条第９項とし、同条第７項を同

条第８項とし、同条第６項中「、第３項」を「から第４項まで」に改め、同項を

同条第７項とし、同条第５項中「附則第８条の４第３項に規定するエネルギー消

費効率（以下この条において「エネルギー消費効率」という。）が同項に規定す

る」を「エネルギー消費効率が」に改め、「（以下この条において「基準エネル

ギー消費効率」という。）」を削り、「排出量が同項」を「排出量が附則第８条

の４第３項」に、「又は第３項」を「から第４項まで」に改め、同項を同条第６

項とし、同条第４項を同条第５項とし、同条第３項中「内燃機関」を「次に掲げ

る特定自動車（内燃機関」に、「附則第 条第１項に規定する」を「で定める」

に、「附則第 条第２項に規定する」を「で定める」に、「（以下この項におい

て「特定自動車」という」を「をいう。以下この項において同じ」に、「平成

年４月１日から平成 年３月 日まで」を「平成 年４月１日から平成 年３月

日まで」に、「次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める率」を

「当該特定自動車がバス、トラックその他の総務省令で定めるものである場合に

あっては 分の を、当該特定自動車が乗用車その他の総務省令で定めるもの
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である場合にあっては 分の （当該取得が平成 年４月１日から平成 年３

月 日までの間に行われた場合にあっては、 分の２）」に改め、同項各号を

次のように改める。

車両総重量が トン以下の特定自動車のうち、次のいずれにも該当する

もので総務省令で定めるもの

ア 道路運送車両法第 条の規定により平成 年 月１日以降に適用される

べきものとして定められた排出ガス保安基準で総務省令で定めるもの（以

下この号において「平成 年特定軽量車基準」という。）に適合すること。

イ 窒素酸化物の排出量が平成 年特定軽量車基準に定める窒素酸化物の値

の４分の１を超えないこと。

ウ 附則第８条の４第３項に規定するエネルギー消費効率（以下この条にお

いて「エネルギー消費効率」という。）が同項に規定する基準エネルギー

消費効率（以下この条において「基準エネルギー消費効率」という。）に

分の を乗じて得た数値以上であること。

車両総重量が トンを超える特定自動車のうち、次のいずれにも該当す

るもので総務省令で定めるもの

ア 道路運送車両法第 条の規定により平成 年 月１日以降に適用される

べきものとして定められた排出ガス保安基準で総務省令で定めるもの（以

下この号において「平成 年特定重量車基準」という。）に適合すること。

イ 窒素酸化物又は粒子状物質の排出量が平成 年特定重量車基準に定める

窒素酸化物又は粒子状物質の値の 分の９を超えないこと。

ウ エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率以上であること。

附則第９条の２の２第３項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加

える。

３ 次に掲げる天然ガス自動車（専ら可燃性天然ガスを内燃機関の燃料として用

いる自動車で総務省令で定めるものをいう。以下この項において同じ。）の取

得に対して課する自動車取得税の税率は、当該取得が平成 年４月１日から平

成 年３月 日までの間に行われたときに限り、第 条及び第１項の規定にか

かわらず、当該取得についてこの項の規定の適用がないものとした場合に適用

されるべき同条又は第１項に定める率から 分の を控除した率とする。

道路運送車両法第 条第３号に規定する車両総重量（以下この条において

「車両総重量」という。）が トン以下の天然ガス自動車のうち、同法第

条の規定により平成 年 月１日以降に適用されるべきものとして定められ

た自動車排出ガスに係る保安上又は公害防止その他の環境保全上の技術基準

（以下この条において「排出ガス保安基準」という。）で総務省令で定める

もの（以下この号において「平成 年天然ガス軽量車基準」という。）に適

合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成 年天然ガス軽量車基準に定める窒

素酸化物の値の４分の１を超えないもので総務省令で定めるもの

車両総重量が トンを超える天然ガス自動車のうち、道路運送車両法第

条の規定により平成 年 月１日以降に適用されるべきものとして定めら

れた排出ガス保安基準で総務省令で定めるもの（以下この号において「平成

年天然ガス重量車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量

が平成 年天然ガス重量車基準に定める窒素酸化物の値の 分の９を超えな

いもので総務省令で定めるもの

附則第 条の２第１項中「平成 年度」を「平成 年度」に、「同法第 条の

第１項各号」を「租税特別措置法第 条の 第１項各号」に改める。

附則第 条の２の２第１項中「平成 年３月 日」を「平成 年３月 日」に

改める。

附則第 条の２の３第１項中「平成 年 月 日」を「平成 年 月 日」に

改める。

附 則

１ この条例は、平成 年４月１日から施行する。ただし、第 条第１項の改

正規定及び附則第８項の規定は、同月 日から施行する。

２ この条例による改正後の北海道税条例（以下「新条例」という。）第 条の

２第１項第４号の規定は、平成 年度以後の年度分の個人の事業税について適

用し、平成 年度分までの個人の事業税については、なお従前の例による。

３ 次項に定めるものを除き、新条例の規定中不動産取得税に関する部分は、こ

の条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の不動産の取得に対して課

すべき不動産取得税について適用し、施行日前の不動産の取得に対して課する

不動産取得税については、なお従前の例による。

４ 施行日前にされたこの条例による改正前の北海道税条例第 条の２第２項の

規定による 屋の新築後最初に行われた住宅金融公庫に対する請負人からの譲
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渡については、なお従前の例による。

５ 新条例の規定中自動車取得税に関する部分は、施行日以後の自動車の取得に

対して課すべき自動車取得税について適用し、施行日前の自動車の取得に対し

て課する自動車取得税については、なお従前の例による。

６ 新条例附則第９条の２の２第４項に規定する特定自動車の取得が施行日から

平成 年８月 日までの間に行われる場合における同項の規定の適用について

は、同項第２号中「車両総重量が トンを超える特定自動車のうち、次のい

ずれにも該当するもので総務省令で定めるもの」とあるのは、「車両総重量が

トンを超える特定自動車」とする。

７ 新条例第 条の規定は、施行日以後の軽油の引取りに対して課すべき軽油

引取税について適用し、施行日前の軽油の引取りに対して課する軽油引取税に

ついては、なお従前の例による。

８ 新条例第 条第１項の規定は、平成 年４月 日以後に狩猟者の登録を受

ける者に対して課すべき狩猟税について適用し、同日前に狩猟者の登録を受け

た者に対して課する狩猟税については、なお従前の例による。

規 則

北海道税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第 号

北海道税条例施行規則の一部を改正する規則
北海道税条例施行規則（昭和 年北海道規則第 号）の一部を次のように改正する。
第３条中「吏員である職員」を「職員（臨時又は非常勤の職を除く。）」に改める。
第 条の３第１項中「第 条第 項」の次に「及び第 項」を加える。
第 条の３の２中「第 条第 項」を「第 条第 項」に改める。
第 条の７第１項第４号中「盲学校、ろう学校、養護学校又は」及び「教育又は」を削る。
附則第 項中「附則第９条の２の２第７項」を「附則第９条の２の２第８項」に改め、同

項第１号中「附則第９条の２の２第５項又は第６項」を「附則第９条の２の２第６項又は第
７項」に改める。
附則第 項中「附則第９条の２の２第７項」を「附則第９条の２の２第８項」に改める。
別記第１号様式の４の２中「北海道事務吏員」を「北 海 道 職 員」に改める。

別記第２号様式の４の２中「北海道出納長」を「北海道会計管理者」に改める。
別記第 号様式中「北海道事務吏員」を「北海道職員」に改める。
別記第 号様式の３その１（４葉）、同様式その１（５葉）、同様式その８（３葉）及び
別記第 号様式の６（３葉）中「北海道出納長」を「北海道会計管理者」に改める。
別記第 号様式その１からその９までを次のように改める。
その１

質 問 て ん 末 書

被質問者
住 所
職 業 電話 局 番
氏 名

年 月 日生（ 歳）

上記の者は、 の地方税法違反嫌疑事件に関し、 年
月 日 において、本職の質問に対し任意次のとおり供述した。

（摘要 「上記の者は、」に引き続き、犯則嫌疑者の住所又は所在地及び氏名又は名称
を記載する。）

質 問
番 号

問 答
区 分 質 問 の て ん 末
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（摘要 質問のてん末書の結びの記載は、次の書式による。）
被質問者

上記のとおり録取して読み聞かせ、更に示したところ、誤りのないことを申し立て、
上記署名押（指）印した。
前同日
前同場所

質問者 北海道（支庁） 北海道検税吏員
北 海 道 職 員

録取者 北海道（支庁） 北海道検税吏員
北 海 道 職 員

その２
検 査 て ん 末 書

犯則嫌疑者
住 所（所在地）
氏 名（名 称）

上記の者に係る地方税法違反嫌疑事件について、本職は、
番地 において、 を立ち会わせ

て、次のとおり検査した。

年 月 日
北海道（支庁） 北海道検税吏員

北 海 道 職 員
立 会 人

年 月 日生
記

その３
領 置 て ん 末 書

犯則嫌疑者
住 所（所在地）
氏 名（名 称）

上記の者に係る地方税法違反嫌疑事件について、本職は、
番地 において、任意に提出された物件を次のとおり領

置した。

年 月 日
北海道（支庁） 北海道検税吏員

北 海 道 職 員
任 意 提 出 者

記

検査の日時 年 月 日
時 分から
時 分まで

検査の場所
又 は 物

検査の目的 上記の地方税法違反嫌疑事件について、その事実を調査するためで
ある。

検査のてん末

領置の日時 年 月 日
時 分から
時 分まで

領置した物 別紙 領置目録記載のとおり

領置の目的 上記の地方税法違反嫌疑事件について、その証ひょう物件を保全す
るためである。

任意提出者の
住所（所在地）
職業（業 種）
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その４
検 査、領 置 て ん 末 書

犯則嫌疑者
住 所（所在地）
氏 名（名 称）

上記の者に係る地方税法違反嫌疑事件について、本職は、
番地 において、 を立ち会わせ

て、次のとおり検査し、 が任意に提出した物件を、検査の場所
において領置した。

年 月 日
北海道（支庁） 北海道検税吏員

北 海 道 職 員
任 意 提 出 者
立 会 人

年 月 日生
記

その５
差 押（領 置）目 録

氏名（名 称）

領 置 物 件
の 処 置

検査の日時 年 月 日
時 分から
時 分まで

領 置 の
日 時 年 月 日

時 分から
時 分まで

検査の場所
又 は 物

検査の目的 上記の地方税法違反嫌疑事件について、その事実を調査するためで
ある。

検査のてん末

領置した物 別紙 領置目録記載のとおり

領置の目的 上記の地方税法違反嫌疑事件について、その証ひょう物件を保全す
るためである。

任意提出者の
住所（所在地）
職業（業 種）
氏名（名 称）

領 置 物 件
の 処 置

犯則嫌疑者の住所（所在地）、
職業（業種）及び氏名（名称）

差 押 え（領 置）の 場 所

差 押 え（領 置）の 日 時 年 月 日
時 分から
時 分まで

符
号
番
号 品名又は名称 数量又

は個数

物件所持者の
住 所（所在地）
及び氏名（名称）

物件所有者の
住 所（所在地）
及び氏名（名称）

施封の方法、
場所及び箇
所数

摘要
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差押え（領置）の場所においてこの目録を作成した。

年 月 日
北海道（支庁） 北海道検税吏員

北 海 道 職 員

摘要１ 「符合」欄には、検察庁に引継ぎをする物件について一連番号を記載する。
２ 差押（領置）目録の末尾の記載は、謄本のみに記載する。

その６
保 管 証

犯則嫌疑者 住所（所在地）
職業（業 種）
氏名（名 称）

上記の者に係る地方税法違反嫌疑事件の次の差押（領置）物件を、責任を持って保管
します。ただし、

年 月 日
保管者 住所（所在地）

職業（業 種）
氏名（名 称）

北海道（支庁） 北海道検税吏員
北 海 道 職 員 様

記

その７

差押え又は
領 置 番 号 品名又は名称 数 量 又

は 個 数
施封の方法、
場所及び箇所数 摘 要

摘要 保管に当たっての有償、無償の区分その他の保管条件を、ただし書として記載す
ること。

臨 検、捜 索、差 押 許 可 状 交 付 請 求 書

犯則嫌疑者の住所（所在
地）職業（業種）氏名（名
称）生年月日等

事 件 名 地方税法第 条 違反嫌疑事件

請 求 の 理 由 別紙のとおり
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その８
臨 検 て ん 末 書

犯則嫌疑者
住 所（所在地）
氏 名（名 称）

上記の者に係る地方税法違反嫌疑事件について、本職は、
番地 において、 を立ち会わせ

て、次のとおり臨検した。

年 月 日
北海道（支庁） 北海道検税吏員

北 海 道 職 員
立 会 人

年 月 日生
記

その９
捜 索 て ん 末 書

犯則嫌疑者
住 所（所在地）
氏 名（名 称）

上記の者に係る地方税法違反嫌疑事件について、本職は、
番地 において、 を立ち会わせ

て、次のとおり捜索した。

年 月 日
北海道（支庁） 北海道検税吏員

北 海 道 職 員
立 会 人

年 月 日生
記

臨検し、又は捜索すべき場
所、身体若しくは物

差 押 え す べ き 物

有 効 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

７日を超える有効期間を必
要とするときはその期間及
び理由

上記の許可状の交付を願います。

年 月 日

裁判所
裁判官 様

北海道（支庁） 北海道検税吏員
北 海 道 職 員

許 可 状 に
よ る 場 合

発 付 官 裁判所
裁判官

許 可 状 に
よ ら な い
場合の理由

発付年月日 年 月 日

許 可 状 を
示された者

臨検の日時 年 月 日 時 分から 時 分まで

臨検の場所
又 は 物

臨検の目的 上記の地方税法違反嫌疑事件について、その事実を調査するためで
ある。

臨 検 の
て ん 末
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別記第 号様式その 中「北海道事務吏員」を「北 海 道 職 員」に、「注意」を「摘
要」に改め、同様式その 及びその を次のように改める。
その

差 押 て ん 末 書

犯則嫌疑者
住 所（所在地）
氏 名（名 称）

上記の者に係る地方税法違反嫌疑事件について、本職は、
番地 において、 を立ち会わせ

て、次のとおり差押えをした。

年 月 日
北海道（支庁） 北海道検税吏員

北 海 道 職 員
立 会 人

年 月 日生
記

許 可 状 に
よ る 場 合

発 付 官 裁判所
裁判官

許 可 状 に
よ ら な い
場合の理由

発付年月日 年 月 日

許 可 状 を
示された者

捜索の日時 年 月 日 時 分から 時 分まで

捜 索 し た
場 所、 身 体
又 は 物

捜索の目的 上記の地方税法違反嫌疑事件について、その事実を証する物件を発
見するためである。

捜 索 の
て ん 末

許 可 状 に
よ る 場 合

発 付 官 裁判所
裁判官

許 可 状 に
よ ら な い
場合の理由

発付年月日 年 月 日

許 可 状 を
示された者

差押えの日時 年 月 日 時 分から 時 分まで

差押えの場所

差し押さえた
物

差押えの目的 上記の地方税法違反嫌疑事件について、その証ひょう物件を保全す
るためである。

差押物件の
処 置

その
臨 検、捜 索、差 押 て ん 末 書

犯則嫌疑者
住 所（所在地）
氏 名（名 称）

上記の者に係る地方税法違反嫌疑事件について、本職は、
番地 において、 を立ち会わせ

て、次のとおり臨検、捜索、及び差押えをした。

年 月 日
北海道（支庁） 北海道検税吏員
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北 海 道 職 員
立 会 人

年 月 日生
記

第 号
通 告 書

犯則者 本籍（出生地）
住所（所在地）
職業（業 種）
氏名（名 称）

上記の者に係る地方税法違反事件について調査したところ、 は、

年 月 日 において、 をしたものである。
上記の行為は、地方税法第 条に違反しているので、同法第 条及び国税
犯則取締法第 条の規定により処分しなければならない。よって、次に掲げる金額を、
この通告書の送達を受けた日から 日以内に、北海道（支庁）に納付することを命ず
る。
一金 円也 罰金又は科料に相当する金額
一金 円也 書類送達費用
一金 円也 証ひょう物件運搬、保管費用
上記地方税法第 条及び国税犯則取締法第 条の規定により通告する。
なお、この通告書の送達を受けた日から 日以内に通告の旨を履行しないときは、
検察官に告発する。

年 月 日

様

北海道知事（支庁長） 印

摘要 年月日の箇所に道（支庁）の印を押すこと。
別記第 号様式その を次のように改める。
その

告 発 書
第 号
年 月 日

許 可 状 に
よ る 場 合

発 付 官 裁判所
裁判官

許 可 状 に
よ ら な い
場合の理由

発付年月日 年 月 日

許 可 状 を
示された者

臨検の日時
年 月 日
時 分から
時 分まで

捜索
の
日時

年 月 日
時 分から
時 分まで

差押
えの
日時

年 月 日
時 分から
時 分まで

臨検の場所

捜 索 し た
場 所、 身 体
又 は 物

臨 検、 捜 索
及び差押え
の 目 的

上記の地方税法違反嫌疑事件について、その事実を調査し、その事
実を証する物件を発見し、及びその証ひょう物件を保全するためであ
る。

臨 検、 捜 索
及び差押え
の て ん 末

差し押さえた
物 別紙 差押目録記載のとおり

差押物件の
処 置

別記第 号様式その からその までの規定中「北海道事務吏員」を「北 海 道 職 員」
に改め、同様式その を次のように改める。
その
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地方（区）検察庁
検事正（検察官） 様

北海道知事（支庁長） 印

〔北海道（支庁）北海道検税吏員 〕北 海 道 職 員

次の者地方税法違反（嫌疑）事件につき地方税法第 条及び国税犯則取締法第
条第 項の規定により告発します。

記
１ 犯則（嫌疑）者

納税（特別徴収）義務者
本 籍（本店所在地）
氏 名（名称）
職 業（業種）
代 表 者 氏 名
生 年 月 日 年 月 日 当 歳
行 為 者
本 籍
住 所
職 業
氏 名
生 年 月 日 年 月 日 当 歳

２ 発 生 事 実
３ 罪 名
地 方 税 法 違 反

４ 罰 条
地方税法第 条

５ 参 考 事 項

別記第 号様式その 及びその 中「北海道事務吏員」を「北 海 道 職 員」に改める。
別記第 号様式の２（３葉）中「北海道出納長」を「北海道会計管理者」に改める。
別記第 号様式の４中「次の住所」を「次の住宅」に改める。
附 則

１ この規則は、平成 年４月１日から施行する。

２ この規則による改正後の北海道税条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）第
条の７第１項第４号の規定は、平成 年４月１日以後の同号に規定する不動産の取得に対
して課すべき不動産取得税について適用し、同日前の当該不動産の取得に対して課する不
動産取得税については、なお従前の例による。
３ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の北海道税条例施行規則の規定に基づい
て作成されている用紙がある場合においては、改正後の規則の規定にかかわらず、当分の
間、必要な調整をして使用することを妨げない。

毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額 円） 発 行 北 海 道
編 集 総務部人事局法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社


